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1．本論文の背景

　わが国は1970～80年代に，Q・C・Dを主とし
たあらゆる面で世界をリードしてきた。これは戦
後復興期に米国から QCを学び，また技術開発と
IE・TQC（M）などの管理技術修得を積極的に推
進してきた結果である。
　しかし，1990年代初めのバブル崩壊後，それま
で世界でトップであった世界競争力も低下の一途
を辿り，2020年度には34位（IMD評価）となっ
ている。これはなぜだろうか？
　その大きな原因の 1つとして，かつてあれほど
活発であった改善提案の件数が，バブル崩壊前と
比較して約1/10に減少し，これに合わせたかのよ
うに世界競争力も低下している（図 1）。このよ
うな中，現在のわが国の労働生産性は世界主要国
と比較して低く，特に 1人あたりの生産性は米国

を100とした場合，61.5（2018年）となっている
（図 2）。
　中でも食品産業を含めたサービス業の生産性が
低く，わが国の大きな課題となっている。特に食
品産業については，国が補助事業「食品産業イノ
ベーション推進事業」として，業界全体の生産性
向上に取り組んでいる。
　そこで今回，上記事業の中の「業種別業務最適
化実証事業」に参加し，IE手法活用で予定以上
の成果を上げることができたので，そのあらまし
を報告する。これらがコンサルタントの指導事例
として，多くの方の参考になれば幸いである。

2．支援に至った経緯と支援の概要

⑴　支援に至った経緯
　平成30年度より，生産性向上モデル企業を育て
る「食品産業イノベーション推進事業」が開始さ
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れた。この事業は，専門家の工場診断や改善指導
による生産性向上などを通して，業務の最適化や
人材育成を図る取組みを支援するものである。

⑵　支援企業の概要
　［生産品目］和洋菓子
　［売上］25億 8 千万円
　［従業員］315名

⑶　支援の大日程計画と実績【図 3】

3． コンサルタントの業務革新支援ポイ
ント：生産性倍増による残業削減

　我々コンサルタントがモノづくり企業を支援す
るにあたって基本となるのは，現場七大任務であ
る P（生産性），Q（品質），C（コスト），D（納期），
S（安全），M（士気），E（環境）である。そこで，

この P・Q・C・D・S・M・Eを 4 M（人・設備・
材料・方法）と組み合わせ，あらゆる方向から問
題点を洗い出し，改善を図ることが重要である。
　改善のアプローチには，基本的に 2つの方向か
らの攻め方がある。 1つは演繹的手法で，理想シ
ステムを常に描きながらガイドラインにすること
であり，もう 1つは IEの分析的手法（帰納法）で，
この二方向からのアプローチでバランスよく攻め
る必要がある。
　今回の事例では，会社全体と各部門それぞれの
「あるべき姿」を描き，そこへ IE手法の現状分
析で，課題・問題点・改善指向を明確にしていっ
た。事業の成果目標要件は「労働生産性・年 3％
以上向上」であったが，結果として指導終了時の
2020年 2 月に約10％の生産性向上を確認でき， 2
年後目標では対象部門の生産性約 2 倍（200％）
の計画を提案できた。

現状の問題点および
「あるべき姿」の明確化

改善点の洗い出しと
重点しぼり込み・改善検討

改善実施とフォロー

推進リーダー育成（改善と目標管理）

衛生管理教育（PRP・HACCP）
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4．改善対象と支援体制および期間

　・ 正社員134名（パートを含め315名）のうち，
主たる製造部門の67名を改善対象

　・ 会社幹部を中心に 7名のプロジェクト体制で
推進（令和元年 8月～令和 2年 1月）

　・ 毎月 2～ 3 日， 6ヵ月間指導で IE手法を活
用し，改善案作成～実施を支援

　・ 「令和元年度食品産業イノベーション推進事
業」成果報告発表会へ参加

　　 （当初，令和 2 年 3 月に幕張メッセで開催予
定であったが，コロナ禍の影響で動画配信に
変更）

　※ 現在も日本能率協会（JMAC）のホームペー
ジにて成果報告会を視聴可能

5．内容

⑴　 「あるべき姿」の作成［全体概要（図 4）と詳細版］
　今後ますます厳しくなる企業環境変化に対応す

るため， 3年後の「あるべき姿」を明確にした上
で，各課題別にどのような問題点と改善指向があ
るかを明確化した。特に，改善指向の中で重点と
なるものに◎を付けて，具体案作成時の優先テー
マとした。
　全体概要とは別に，十数ページにわたり各工程
別の「あるべき姿」を作成し，改善優先・効果・
担当を含めて明確化した。

⑵　改善による人員の推移（総括表）
　改善効果は，次頁の表 1のとおりである。令和
元年 8月から令和 2年 1月まで改善活動を実施し，
2 月時点での第 1 ステップ改善人員は67.5人
⇒58.5人（△ 9 人）で，第 2 ステップ（令和 4 年
2 月）では67.5人⇒35.5人（△32人）と約半減の
見込みである。

1．継続的改善（年15％生産性向上）で生産性50％増（3年後）の達成

売上高（億円）

従業員（名）

〔＊〕＝従業員数は2019年10月20日現在（パート含む）

2．人材（財）育成
（1）魅力ある職場づくり…業務改善と残業抑制で働き方改革推進
（2）改善の出来る人づくり…作業分析手法定着化による活発な改善提案（3件／月・人）
（3）管理者の育成…利益向上のため成すべきことの明確化と定期教育

2019年度
（見込）

134
（315〔＊〕）

27.0

2025年度（26年6月末）目標

売 上 高：50（年10％向上）

経常利益：10％目標

従 業 員：170名（400名）

課　題（12期） 問題点 改善指向

1．利益向上のための
　労働生産性向上
　（15％/年向上）

・利益率が低い
（何が儲かり，何が赤字か分からない）
・生産計画・販売計画が機能していない
・生産性の管理不十分⇒冷凍庫在庫大
・改善の出来る人材が育たない
・改善提案が出ない

2．Q・C・Dの改善
  ・肉体労働15％向上
  　（自働化の推進）
  ・技能労働15％向上

3．SDGs対応
　（持続可能な開発目標）

◎計画した改善の確実な実行
・利益の出る指標分析（生産性向上）体制構築
・生産計画・販売計画の精度向上
・生産管理（計画・統制）システム化
・気づく人づくりの計画と推進
・改善提案制度導入による活発化

・残業が多い（和菓子）
　　（ピーク月平均64.1時間／人月）
・有給取得率が低い（昨年実績約10％）
・清掃時間が就業時間の約20％と多い
・約半数の技能労働生産性が低い

◎残業削減　　　（1年後）　（3年後）
　　ピーク月平均　50時間　　  30時間
・全員が最低5日取得の徹底（13期）
◎清掃時間半減（曲目の変化で目標時間管理）
・技能労働生産性50％向上（3年後）
（成り行き管理から目標管理へ）

・環境対策不十分な梱包材使用
・廃棄物が多い（資源のムダ）
・電気のムダが多い

◎生分解性プラスチックの全面導入
・廃棄物分別と削減
・太陽光発電とデマンドコントロール方式化

あるべき姿（総括）

図 4　「あるべき姿」（一部抜粋）
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⑶　改善の進め方の主な特徴
〈IE の基本（作業研究）の徹底した活用〉
　現状分析段階で，工程分析・稼働分析（WS：
ワークサンプリング）・動作研究・時間研究の IE

基本手法を活用し，問題点の抽出を行った。特に，
プロジェクトメンバーである会社幹部の方にWS

手法を活用してもらい，次回のコンサルティング

訪問時までにデータの収集を依頼。この手法で，
思いのほか順調に良いデータが取れ，また幹部の
方にとっては，問題点をデータで見る訓練にもな
った。そして，「動作経済の原則」をチェックリ
ストにした改善案の創出は，数多くの改善案に気
づくことにつながった。

「ひなたぼっこ」ひらき作業の改善 ［ひなたぼっこ］＝干し柿の中に栗きんとんを詰めた和菓子

清掃時間の目標管理による時間短縮（各部門共通）

【改善前】 【改善後】

【改善前】 【改善後】

【改善前】 【改善後】

栗きんとん加工ライン生産性向上

各部門とも清掃時間が毎日約2時間と長く，
管理されていない。

・清掃時間を曲目変化で進捗管理
・ネック工程の重点改善
・月別目標管理で実績フォロー

（＊１）

（＊2）

（＊3）

【第１ステップ：R2年2月】

ひらき作業者の方法，スピードがバラバラで，
工程間距離が遠い。

ひらき作業を作業標準化し，上手な人のビデ
オで指導。レイアウトを見直し，柿と栗きん
とん位置の近距離化

一つ一つ手作業で成形する栗きんとん絞りが
ボトルネック工程となり，多くの人員投入が必
要。また，人により生産性もバラつきが大きく，
習熟するのに時間がかかり人員確保に苦労

▶栗きんとん絞り作業　　平均14個／分
▶栗きんとん加工ライン人員　　22.5人

栗きんとん絞りおよびシール貼りの生産性の
高い作業者の動作を基準に，動画を使い他の
作業者を教育しレベルアップ。そのやり方を
基準として作業を標準化する。

▶栗きんとん絞り作業　　平均18個／分
▶栗きんとん加工ライン人員　　19.5人

工程
カット，もみ
ひらき △4（△4） △4（△4） （さらに他の問題点の改善）
詰め

△4（△4） △4（△4）
炊き，餡投入 △1（△1）
絞り △2（△1） △7（△4）
個包装 △3（△3） ・包装紙の傾き改善で修正不要化
トレー入れ △2（△2） ・トレー入れ自動化
包装，箱詰 △3（△3） ・バーコード活用による在庫管理効率化
シール貼り △1（△1） △1（△1） ・作業手順標準化（ビデオ指導）

栗きんとん（C）

第2加工室（D）

△3（△2） △17（△14）
仕上げ △1（△1） ・使用設備を必要時のみ倉庫より移動
生菓子 ・ビデオ活用での作業指導
その他 △1（△1） △3（△2）

△1（△1） △4（△3）
洋菓子作り △1（△1） △7（△4） ・効果的生産計画のパターン化

洋菓子（E） △1（△1） △7（△4）

△9（△8） △32（△25）（A）＋CDE

ひなたぼっこ（A）

改善前

・絞り作業のビデオ教育
・ロボット作業化の推進

主な改善具体案【第２ステップ：R4年2月】

単位：人（平日の実在員数基準）

計（うちパート） 計（うちパート） 計（うちパート）

部門
R2年2月 R4年2月

人員削減数

（＊１）

（＊２）

2（2）
10（10）
3（2）
15（14）
2（1）
8（4）
3（3）
3（3）
4（3）
2.5（2.5）
22.5（16.5）
5（3）
2（1）
9（6）
16（10）
14（7）
14（7）

67.5（47.5）

→

→
→
→
→

→
→
→

→

・栗おこわのパック詰め標準化（ビデオ指導）

（＊３）

表 1　改善による人員の推移
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〈管理者育成を意識したプロジェクトメンバーの
育成〉
　毎回の指導日には，プロジェクトメンバー全員
が午前中は主に現場立会いで実態調査を行った。
この中で気づく人づくりを重視し，“気づきの訓
練”を織り込むことで，より多くの改善点に気づ
けるようになった。特に毎回の議事録作成では，
各部門の課題・問題点・重点となる改善指向をま
とめることで，部門別の管理ポイントを整理でき
るようになった。
〈SDGs（持続可能な開発目標）の理解と実践課
題の整理〉
　SDGsの17の目標の中で当社に関連する主な項
目は，③⑤⑧⑩⑪⑫⑬⑮となる。特にこの中で，
「⑫生産・消費」に該当する廃棄物（生分解性プ
ラスチック）の改善を計画した。
改善 容器包装に年間5,200万円のプラスチック
を活用しており，地球環境汚染の原因となってい
たため，今後 5年以内に生分解性プラスチックに
切り替えていく計画とした。
〈未来企業づくり推進〉
　 6年後の新工場建設と売上50億円体制構築のた
め，以下の検討
　・新工場レイアウト基本設計の推進
　・IT化の積極的推進と情報管理専任者の育成
　・責任・権限の明確化で権限のある体制づくり

6．まとめ

　今回の事業を進める中で，課題・問題点・改善
指向を整理し「あるべき姿」を明確にすることで，
プロジェクトメンバーの認識を一致させ，プロジ
ェクトをスムーズに推進することができた。IE

分析による客観的なデータを交えて現場を観察す
ることで，プロジェクトメンバーの皆が今までは
感覚的に変えられないと思い込んでいた現状を変
えられることに気づけるようになった。また，現
場任せの成り行き管理がなされていたところも，
目標値を設定し目標管理することで，生産性向上
のアイデアが出るようになった。
　さらに今後の課題として，今回の事業で得たノ
ウハウを他の販売部門などへも普及させていくこ
とで，活発な改善提案の出る会社へと企業改革を
進めていく。また，利益向上のために管理者がな
すべきことを明確にするとともに，定期的に管理

者教育を行い，管理者の育成を進めていく決意を
されたことも，今回の事業取組みでの大きな進展
である。


